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l はじめに

国土形成計画は,全国レベルでの国土形成の指針とな

る全国計画と,広域ブロック単位の地方ごとに定める広

域地方計画から構成される｡2008年7月に全国計画が閣

議決定された後,国土形成に関わる議論の焦点は広域地

方計画に移行した｡国土形成計画の枠組みでは,北海道

と沖縄県を除いた全国を8つの広域ブロックに分け,多

様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築すると

いう目標が掲げられている｡そのため,広域地方計画で

は,それぞれの広域ブロックの特性を踏まえた,より具

体的な計画策定が求められる｡これは,今後,道州制等

を含めた将来的な地方分権に関する議論を進めていく上

でも重要である｡人口減少時代に突入した現在,国土計

画の理念は,国土開発から国土管理へと転換を迎え,成

熟社会にふさわしい国土形成が求められている｡その意

味において,生態系や物質循環などの環境の側面は,ま

すます重要性を増したといえる｡

私は,本学会国土形成計画地方別検討チームのうち東

北圏担当チームの一員として参加し,とくに生態系と物

質循環に関する視点から東北圏広域地方計画中間整理

(莱)に対する意見を提出した｡その内容は,東北圏に

おけるエコロジカル･ネットワークの具体像と全国での

位置づけの明確化,国土形成における野生鳥獣保護管理

の位置づけの明確化,およびバイオマス循環圏の提唱で

ある｡本報では,これらの論点から他の広域ブロックも

含めて広域地方計画を概観する｡さらに,生態系と物質

循環の両者を具体的な空間計画につなぐものとして,流

域を基礎とした圏域設定と圏域内のゾーニングの試みを

紹介する｡

Il 広域ブロックレベルでのエコロジカル･ネットワー

クの議論

国土形成計画 (全国計画)では,人と自然の共生を確

保するために,森林,農地,都市内緑地 ･水辺,河川,

海等を有機的につないでエコロジカル･ネットワークを

形成し,自然の保全 ･再生を図っていくことが明記され
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ているOこれにより野生生物の生息 ･生育空間の確保の

みならず,人と自然とのふれあいや環境学習の場の提供,

地球温暖化防止,都市環境 ･水環境の改善等多面的な機

能を持たせることが期待されている｡

このエコロジカル･ネットワークの形成について,全

国計画においては,全国レベルだけでなく,｢全国レベ

ルとともに,複数の地方公共団体にまたがる野生生物の

生息 ･生育分布等を踏まえながら,国や地方公共団体を

始め様々な主体の連携の下,広域ブロック程度の広がり

を持ったエコロジカル･ネットワークの検討を進めるこ

とが期待される｡｣と広域ブロックレベルでの検討につ

いても言及されている｡また,2007年11月に閣議決定さ

れた第三次生物多様性国家戦略 (環境省,2007)におい

ても,｢広域圏レベルなどにおいて具体的に生態系ネッ

トワークの姿を示していくことが重要であることから,

関係省庁の緊密な連携のもと,生態系ネットワークの具

体的な図化を目指します｡｣と言及されている｡このた

め,広域ブロックにおいては,広域ブロックならではの

各ブロックの特性を踏まえた具体的な議論をすることが

必要である｡

エコロジカル･ネットワークには全国,広域ブロック,

都道府県,市町村など,さまざまな空間レベルのものが

あり,それらが階層構造を形成すると考えることができ

る｡そのため,広域ブロックレベルでは,まず,全国レ

ベルのエコロジカル･ネットワークにおける位置づけを

明らかにする必要があるO例えば,東北圏の場合は,輿

羽山脈を中心とした3列の山脈 ･山地が南北に貫き,ブ

ナクラス域の森林帯が500km以上,このうち国有林だけ

でも400kmも連続している｡したがって,全国レベルの

エコロジカル･ネットワークの背骨部分に相当するとい

える｡また,自神山地に代表されるような原生的な自然

環境も多く残されており,ツキノワグマやニホンカモシ

カなどの奥山的環境に生息する大型動物の大規模個体群

を有している一方で,里地においては二次的自然も多く

残されている｡したがって,良好なエコロジカル･ネッ

トワークを形成する上では,非常に恵まれた環境にある

といえる｡

広域ブロックレベルでのエコロジカル･ネットワーク

の内容については,その空間レベルに応じた,より具体



的な議論が求められる｡そこでは,各ブロックの自然特

性をいかしたネットワーク構築の具体像を提示すること

が必要である｡例えば,東北圏の場合,林野庁によって

設定されている奥羽山脈などの脊梁山脈上の保護林相互

を連結した ｢緑の回廊｣をベースとしつつ,河川や丘陵

地などを枝として農用地や都市緑地をつなぎネットワー

クを形成するといったことが考えられる｡また,海外の

生息地とのネットワークという意味では,地理的位置に

より大陸からの冬鳥の凌采が多く,ラムサール条約登録

地以外にも,多くの水辺環境が越冬地として機能してい

るため,このような場所の保全も必要である｡さらに,

河川に見られるサケ･マス類の遡上も東北地方の特徴で

あり,エコロジカル･ネットワークという観点からは重

要な保全対象となる｡

以上の論点から各ブロックの広域地方計画中間整理

(莱)を概観してみると,全国レベルのエコロジカル ･

ネットワークおける位置づけについて言及したブロック

は見当たらなかったが,中部圏と北陸圏については,お

互いに連携を意識したものとなっている｡エコロジカ

ル･ネットワークの内容と具体像に関しても,全般的に

踏み込んで議論したブロックは見当たらなかったが,ほ

とんどのブロックにおいてエコロジカル･ネットワーク

構築に関連のあるプロジェクトが提示されている (例え

ば,首都圏の ｢南関東水と緑のネットワーク形成プロジ

ェクト｣など)｡とくに首都圏では,提示されているプ

ロジェクト全てに,その実施地域と連携主体が明記され

ており,具体性と実現可能性が担保されている点は評価

できる｡ブロックごとの特徴としては,首都圏では,屋

上 ･壁面緑化などの都市的な色彩が強く,防災や人と自

然とのふれあいの場,ヒートアイランド緩和など比較的

人間による利用も含めた多面的機能が重視されている｡

一方,近畿圏と四国圏では,流域を強く意識したものと

なっており,とくに四国圏では流域を単位として,環境

や資源の保全 ･再生の取り組みを行うことや,様々な空

間単位を対象としたエコロジカル･ネットワーク構想の

検討に取り組むことが明記されているol実際に,四国森

林管理署は,2008年12月から ｢四国山地緑の回廊｣あり

方検討委員会を開催し,エコロジカル ･ネットワーク形

成調査を実施している (四国森林管理署ホームページ,

2009.3.11参照)0

国土形成計画 (全国計画)では,国はガイドライン等

の提示により,様々な主体が多様な空間レベルにおける

検討や効果的な事業実施に対応できるようにすることが

明記されている｡環境省は2009年1月から全国エコロジ

カル･ネットワーク構想検討委員会を開催し,全国レベ

ルでのエコロジカル･ネットワーク構想の検討を本格的

に進めている｡広域ブロックにおいても全国レベルの構

想と整合を取りつつ,地域特性を活かしたネットワーク

の具体化に向けた取り組みの推進が期待される｡

Ill 国土形成における野生鳥獣保護管理の位置づけ

一部の種を除くと,日本の野生鳥獣の分布域は,全国

的に拡大傾向にある｡環境省の第六回自然環境保全基礎

調査 (環境省自然環境局生物多様性センター,2004)に

よると主要動物7種 (クマ,カモシカ,ニホンジカ,ニ

ホンザル,イノシシ,キツネ,タヌキ)は,いずれも

1978年から2003年の間に分布域を拡大しており,とくに

ニホンジカの分布域はメッシュ数で約 1.7倍にも増加

している｡さらに,これらの動物は低標高地や樹園地お

よび農耕地など人里近くへと分布を拡大していることが

指摘されている (斎藤ら,2007)｡

野生鳥獣の分布拡大に伴い,農林業被害や人身被害等

の人間との乳蝶が各地で問題となっている｡例えば,ニ

ホンジカの場合,農作物の食害のほか,林地においては,

植栽した苗木の食害,成木の樹皮剥離による枯死等の被

害を引き起こす｡また,自然生態系においても林床植生

の被食による裸地化や,高山植物の被害なども問題にな

っている｡この他,とくに関東以南ではイノシシによる

農業被害が深刻な問題になっている｡

農業被害は,山林が隣接する中山間の条件不利地にお

いて顕著に発生し,農家の営農意欲を減退させ,耕作放

棄の一因にもなる｡耕作放棄地が増加することによって,

野生鳥獣の人里-の侵入を誘引するという悪循環も危供

される｡また,近年の林業を取り巻く厳しい環境のもと

では,林業被害は林業の存続にも関わる問題である｡さ

らに,食害によって林床が裸地化すると,土壌の流亡を

招き,治山･治水に深刻な影響が出るおそれがある去東

京都の奥多摩で発生した大規模斜面崩壊は,シブ‖こよる

林床植生の食害が原因とされている｡また,シカの場合,

大台ケ原のトウヒの立ち枯れや,日光のシラネアオイの

激減に見られるように,自然生態系-の影響も無視でき

ない｡ツキノワグマの場合は,農林業被害面 まか人身事

故件数も年々増加傾向にあり,農山村住民が安心して暮

らせる居住環境の確保という点からも問題である｡

このように,野生鳥獣は国土形成におけるひとつの営

力としても機能しており,農林業の存続や自然生態系の

保全,さらに治山･治水にも関わる国土形成上,無視で

きない問題である｡そのため直接的な被害防除のほか,

生息環境の保全 ･管理とともに,野生鳥獣を適正密度に

おさえるための個体数管理も含めた科学的 ･計画的な保

護管理施策を推進していくことが必要である｡
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以上の論点からみると,全国計画の中では,森林整備

の項目において,野生鳥獣による森林被害抑制のため広

域的な対策や野生鳥獣との共存を前提とした対策を推進

すると述べられている｡また,エコロジカル･ネットワ

ーク形成の項目で,人間との乳蝶防止等の観点から野生

鳥獣の生息環境の保全 ･管理等に考慮する必要があると

されている｡しかし,いずれも個体数管理も含めた保護

管理施策にまでは踏み込んで書かれていない｡

各ブロックの広域地方計画中間整理 (莱)を概観する

と,ブロックごとにかなりばらつきが見られた｡鳥獣被

害に全く触れていないブロックもあれば,被害防除まで

言及しているブロック (中部圏,北陸圏),個体数管理

まで言及しているブロック(首都圏,近畿圏,四国圏)ち

ある｡首都圏では,｢森林 ･農地保全推進プロジェクト｣

に鳥獣害防止対策として鳥獣害情報の広域的共有などが

挙げられている｡また,近畿圏では鳥獣被害の深刻化 ･

広域化に対応し,科学的で計画的な野生動物の保護管理

を進めることが明記されている｡四国圏では,｢野生鳥

獣被害の増加や生態系の変容等が進むことにより,森林

や農地が本来有している土砂流出防備や水源滴善等の多

面的機能が低下する恐れがある｣との認識が示されてお

り,被害の著しい地域においては,農林水産業の維持の

ため適正な個体数管理等を図ることが明記されている｡

IV バイオマス循環圏の提唱

国土形成計画 (全国計画)では,循環と共生を重視し

た国土の管理を進めていく上で,自然界の物質循環だけ

でなく,経済社会活動を通じた物質循環,既存の国土の

ストックの有効な利活用等,人間活動と自然のプロセス

が調和した物質循環の構築を図ることを目標のひとつと

している｡これを達成するためには,生物資源 (バイオ

マス資源)の利活用を推進していくことが必要である｡

東北圏広域地方計画中間整理 (莱)では,農林水産業

を中心としたバイオマスの利用に依拠した循環型社会を

イメージして ｢バイオマス東北圃｣のコンセプトを提唱

している｡しかし,ここではその定義が明確にされてお

らず,イメージもつかみにくいものとなっている｡そこ

で,私は,パブリックコメントの中で,｢バイオマス東

北圃｣の定義として ｢東北圏に既存するバイオマスを中
心とした地域循環圏のことで,低炭素社会,循環型社会

および自然共生社会の形成に資するもの｣というものを

提案した｡｢バイオマスを中心とした地域循環圏｣とは,

バイオマス利用を通じた資源循環がなされる圏域を意味

する｡2007年6月に閣議決定された21世紀環境立国戟略

では,持続可能な社会のあるべき姿として,低炭素社会,
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循環型社会,自然共生社会の3つの社会像が融合したも

のが提示されている｡ここでは,これら3つが相互に作

用し合い,相乗効果が得られるものとして捉えられてい

る (武内,2008)｡東北圏広域地方計画中間整理 (莱)

の中にも低炭素社会や循環型社会が言及されており,人

と自然の共生についても記述されているが,それらの間

の関連性や相乗効果については,十分に説明されていな

い｡例えば,バイオマスエネルギーやバイオ燃料などの

利用を推進すれば低炭素社会の形成に,また廃棄物系バ

イオマスの循環利用は循環型社会の形成に貢献するDさ

らに,木質系バイオマスなどは,適切な利用圧で利用す

ることで二次的自然におけるアンダーユースの問題解消

を通して自然共生社会に貢献することになる｡このよう

に,バイオマス利用の推進は,3つの社会像をつなぎ,

それらの相乗効果をもたらすことが期待される｡しかし,

不適切なバイオマス利用や過度の利用は,逆に環境に悪

影響を及ぼすおそれもある｡このことからも,｢低炭素

社会,循環型社会および自然共生社会の形成に資するも

の｣という部分は重要だと考えている｡

このようなバイオマス循環圏の具体的なイメージを形

成するのに現実的なものとしては,現在も全国各地の市

町村を主体として推進されているバイオマスタウンの構

築やそれに類似した取組みが挙げられる｡しかし,2006

年3月の新 ｢バイオマス ･ニッポン総合戦略｣でも指摘

されているように,地域によってはバイオマス資源の量

や施設規模とバイオマス製品等の需要が均衡しないこと

もあるため,適切な情報に基づき,過不足調整等め地域

間連携 ･広域的取組みが必要になる｡したがって,バイ

オマスタウン等の取り組みの推進を基本としつつ,必要

に応じてそれらが相互連携を行うことによって広域ブロ

ックレベルでの循環圏を構築していくことが現実的だと

考えられる｡

以上の論点から各ブロックの広域地方計画をみてみる

と,いずれのブロックにおいても地球温暖化対策や廃棄

物処理および3Rの視点からは,バイオマス利用推進に

ついて言及されており,それに対応したプロジェクトが

提示されている｡しかし,地域あるいは圏域をベースと

して個別のバイオマス利用を複合的に組み合わせ,地域

内で循環型利用システムを構築するという視点から言及

したものは少ない｡また,自然共生と関連してバイオマ

ス利用について論じているブロックは皆無であった｡中

部圏では域内おける総合的バイオマス利活用システムに

ついて述べられている｡北陸圏ではバイオマスタウン構

築の推進のほか,循環型生活スタイルについて触れられ

ている点がユニークである｡四匡l圏では人間活動と自然

のプロセスが調和した物質循環の構築が目標として明記



流域の面積規模

- 50km2束油-50km̀以上
- 100kml以上-200kmJ以上
500km̀以上
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C.圏域区分と圏域人口

図 1 岩･手県における流域を基礎とした圏域区分

されており,個別プロジェクトとしては,｢循環 ･共生
型四国圏｣創出プロジェクトが提唱されているOここで

は,3R,地球温暖化防止,環境関連産業の育成とエコ

ロジカル･ネットワークの形成が同一プロジェクトの目

的として設定されている｡これらの日的同士の相互関係

などにはついては言及されておらず,目的を達成するた

めの取り組みの項目は.検討中となっているが.今後ど

のような展開を見せるのか興味深い事例である｡

∨ 流域を基礎とした圏域設定の試み

1 岩手県における流域を基礎とした圏域設定

流域は,水を介した自然の物質循環の単位といえる｡

洪水や土砂災害などのほか,水質保全や水源滴着などの

点からも上流域と下流域は密接な機能的関係を持つた

め,国土管理上,流域を単位として考えることは合理的

であると考えられる｡しかし,実際の人口分布や生活圏

などは,必ずしも流域にしたがっているわけではない｡

山地部では,流域界が行政界と一致していることが多い

が.平地部ではそうとは限らない｡また,山地部におい

てもトンネルなどの交通網の発達によって,生活圏域が

流域外に拡大している地域も多い｡そこで,ここでは岩

手県を事例として,流域に基づいた圏域区分を試み,圏

域区分における流域の考え方の有効性および実際の生括

圏との整合性について検討した｡

人口規模10万人を目安として,流域に基づいた圏域設

定を行ったものが図 1Cである｡ここでは.圏域の将来

的な持続可能性を念頭に置き.国立社会保障･人口問題

研究所による2030年の人口予測値を用いた｡標高データ

から流域区分を行い (図1a),これに人口データを重ね

合わせて流域別人ロマップを作成した (図1b)｡ここ

から10万人以上の人口を有するものを抽出して圏域とし

て設定し,10万人に満たないものに関しては,隣接する

流域を統合して,10万人規模に達する圏域を設定した｡

設定した9つの圏域と市町村境界は,-敦する部分が

比較的多かったが,北上川流域に属する(参～⑦の圏域で

は一致しないところが多かった｡これは,北上川沿いの

平地部では,市町村界が必ずしも流域によって分けられ

ていないことを反映したものである｡また.盛岡市を中

心とした圏域②,③,④および⑤の一部は.実際には一

体となって広域生活圏が形成されている｡

全般的に見ると,大規模面積の流域と集中的な人口分

布を有する北上川流域内では,流域に基づく圏域の設定

が比較的容易であった｡一方.県北や三陸地域では,1

つの流域で10万人規模の圏域を設定することができなか

った｡このことは,沿岸に近く,小規模な流域が平行し

て海に注いでいることと人口密度が低いことに起因す

る｡このように流域に基づいた圏域設定の適用可能性は,

対象地域の地形的特性に大きく依存するといえる｡

2 圏域計画策定のためのゾーニングの考え方

設定した圏域内の自然環境を保全し,農林業を持続的

に継続していくためには.適切な計画策定が必要である｡

人口減少と経済のグローバル化という時代背景を踏ま

え,ここでは,以下の4つの地域に区分することを考え

た (図2)0

a.一次自然保全 ･再生地域
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図2 圏域内ゾーニングのイメージ図

既存の一次自然 (原生的自然)が残されている奥山的

環境や,それに準じる場所で,限界集落化していたり,

農林業を継続していくことが困難であるような地域を指

す｡このような場所では,一次自然の保全だけでなく,

維持が困難な農林地を積極的に一次自然に戻していく視

点も盛りこんだ管理シナリオを想定している｡

b.二次自然保全地域

里山などの二次的自然を保全していく地域を指す｡農

村のうち,農業の維持が困難な営農上の条件不利地や,

農地の集約などによって生産性を高めることが難しい地

域が該当する｡このようなところでは,業としての農業

よりも,粗放的な管理を通した農地の維持や二次的自然

の保全が管理目標となる｡その際に,都市住民などの多

様な主体による管理等を通した都市農村交流の場とし

て,また一次自然保全 ･再生地域と農業生産重点地域の

間のバッファゾーンとしての機能も期待される｡

C.農業生産重点地域

農地の集約化などにより農業生産性を向上させて.農

業を維持していく地域を指す｡匪l域内の食料生産基地の

機能を担う地域である｡ここでは,農業の担い手確保や.

法人の参入,農産物の安全性確保,高付加価値型農業へ

の転換などが課題となる｡また,農業に伴う環境負荷-

の配慮も重要である｡

a.郡市地域

通常の都市域を指す｡都市地域は,圏域内の農産物の

大消費地である｡一方,都市住民は,NPOやボランテ

ィアなど,一次自然保全 ･再生地域や二次自然保全地域

の管理を担う主体としての役割も期待される｡

以上の考え方に基づいて,ケーススタディとしてゾー

ニングを試みた結果を図3に示す｡対象とした圏域は,

盛岡北部広域圏 (図1Cの(参)であるOこの圏域内ゾー

ニングの際には,地形条件と土地利用に加え,集落の存

続可能性指標として2030年の限界集落分布予測図,農業

の存続可能性の指標として2030年の農家高齢化率,条件

不利農地の分布図を重ね合わせ,総合的に判断して行っ

た｡ゾーニングの結果,ここでは圏域南端部だけに都市
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図3 盛岡北部広域圏を対象としたゾーニングの事例

地域が分布し,中央部の比較的平坦地は農業生産重点地

域となった (図3)｡それを取り囲むように二次自然保

全地域がゾーニングされ,それ以外の地域が一時自然保

全 ･再生地域となった｡農業生産重点地域内には地形的

な要因で島状に二次自然保全地域が分布している｡

現段階では試行上の試みとして,二次自然保全地域の

連続性などにも考慮し,大雑把に定性的なゾーニングを

行ったが,本来であれば.再現性が確保できるような客

観的かつ定量的なゾーニング手法を確立する必要があ

る.また今回のゾーニングでは,農業に焦点を当てたた

め林業の位置づけについての議論はまだ不十分である｡

さらに公共施設や交通アクセス性なども重要な条件であ

る｡今後は以上の点を踏まえて,汎用的なゾーニング手

法を考えていきたい｡

Vl あわりに

広域地方計画は,理念 ･方針としての全国計画と,よ

り現場に近い下位の実施計画の間をつなぎ,各ブロック

の特性を方向づけるという意味において重要である｡生

態系と物質循環という視点から広域地方計画をみても.

ブロックごとに多様な個性を有していることがわかっ

た｡今後の検討課題としては,エコロジカル･ネットワ

ークの図化のほか,とくに生態系保全とバイオマス利用

の関係についての議論がまだ十分でないといえる｡また,

今回試みた流域を基礎とした圏域区分は必ずしもと生活

圏と一致するわけではなかったが,今後の ｢国土の国民

的経営｣の議論において,間接的な関与も含めた管理の

担い手のあり方へと議論を発展させていくことが期待さ

れる｡

なお,本報告のうち,流域を基礎とした圏域の設定に

ついての部分は,平成20年度国土政策関係研究支援事業



による共同研究 ｢集落限界点評価手法と持続可能な流域

圏の構築｣による研究成果の一部である｡
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